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研究ノート

高齢者居住施設等の設備・サービス・職員に関する検討

一サービス付き高齢者向け住宅と有料老人ホームを中心に－
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1．研究の目的と方法

高齢化の進展・核家族化による家族介護機能の低下に

よって，介護が必要な高齢者や，自宅での生活が困難な

高齢者が増加してきた。演田（2009:18-27）は，自宅に

住み続けられない原因を．「①住み慣れたはずの自宅が

必ずしも安全ではないということ」「②家族介護機能の

低下」の2点にまとめている。その状況の中，1990年代

には住宅政策と福祉政策の歩み寄りもみられ，ケアサー

ビスを付加したシルバーハウジングや高齢者向け優良賃

貸住宅などの盤備も始まった（社団法人シルバーサービス

振興会2005:2-7)。

演田（2009:133-140）によると，2000年からの介護保

険制度によって介護サービス事業への参入が民間企業な

どにも認められることになったが，介護付き有料老人

ホームなどの増加は介護保険財政悪化の要因の一つだと

考えられるまでになっていった。2006年に打ち出された

総猛規制によって介護付き有料老人ホームよりも住宅型

有料老人ホームや高齢者向け賃貸住宅が増えていった。

高齢者向け賃貸住宅は2011年にサービス付き高齢者向け

住宅に一本化された。

サービス付き高齢者向け住宅や住宅型有料老人ホーム

では．介護度が比較的商い商齢者を受け入れる傾向もみ

られる。これらの施設または住宅と，従来の軽費老人

ホームや特別養護老人ホーム等との比較も含め検討を進

めることは，今後の尚齢者の生活や支援のあり方を考え

るうえで意味がある。

高齢者向けの施設または住宅にはそれぞれに基準があ

るが．実際には韮準を超えるサービス内容，設備職員

等が工夫されている。本研究は施設・住宅の各基準を参

考にしつつ，施設･住宅の実例を紹介した文献に基づき，

その実態を検討することを目的とする。

検討の視点としては，①設備．②サービス内容，③職

員の3つの視点に蒜目する。施設の実例に基づく検討は，

主にサービス付き商齢者向け住宅と有料老人ホームを中

心に行う。施設の実例に関しては，『日経へルスケア」

および「日経アーキテクチュア」に，施設の具体的な状
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表１本稿において参照する施設・住宅とり|川元

5８

）有老は有料老人ホーム，サ付き住宅はサービス付き商齢者向け住宅，特養は特別養護老人ホーム．尚専貿は高齢者専用貫貸住宅

の略。会社は株式会社または有限会社，社福は社会福祉法人，医療は医療法人．日総アーキテクチュアは日経アーキテクチュア編

集部，日経へルスケア２１は日経へルスケア21編集部，Ｈ経へルスケアはＨ経へルスケア編集部の略である。

No.9は住宅型と介護付きの両方を含む有料老人ホームとなっている。

No.16は掲赦時は高齢者向け専用賃貸住宅で，サービス付き商齢者向け住宅IIIiiIiIl1だった。

態について紹介する記事が多く見いだされた。本研究

ノートではこの2誌の2003年～2013年の記事のうち，高

齢者居住施設および住宅に関する記事をできるだけ多く

収集し，検討を行うこととした。本稿で施設・住宅の実

例として検討の対象としたのは，表lに示す46件である

(本文中でたとえばNo.lと表記する場合，表lの左側の瀞号がｌ

の施設を示す)。

生活を営むために必要な福祉サービスの提供を受けるこ

とができる良好な居住環境を備えた高齢者向けの賃貸住
２）

宅等の登録制度を設ける」としている。設備に関しては，

第7条に登録の基準が規定されている。登録の基準に含

まれるのは，居住部分の床面積，構造及び設備．加齢対

応櫛造，入居者の資格，サービスの提供である。

「構造及び設備」の基準については，第9条で次のよう

に規定されている。「(前略）原則として，各居住部分が

台所．水洗便所，収納設備，洗面設備及び浴室を備えた

ものであることとする。ただし，共用部分に共同して利

用するため適切な台所，収納設備又は浴室を備えること

により，各居住部分に備える場合と同等以上の居住環境

が確保される場合にあっては，各居住部分が台所，収納

設備又は浴室を備えたものであることを要しない｡」

居室の而秋は，有料老人ホームの場合，一般居室では

13平方メートル以上，介護居室（個室）は18平方メート

ル以上である。サービス付き商齢者向け住宅の場合，「高

齢者の居住の安定確保に関する法律施行規則」に25平方

メートル以上（liO;間，食蝋，台所聯の共同部分が十分あるjル

２．施設の設備に関する基準と実例の検討

「有料老人ホーム設置運営標準指導指針」では，設備
１）

の基準について次のように規定されている。「有料老人

ホームが提供するサービス内容に応じ，次の機能を有す

る設備を設けること。一般居室又は介護居室，一時介護

室，食堂，浴室，便所，洗面設備，医務室（又は他康符

理室)，談話室（又は応接室)，事務室，宿直室，洗撤室，

汚物処理室，看護・介護職員室，機能訓練室，健康・生

きがい施設｣。

サービス付き高齢者向け住宅については，「尚齢者の

居住の安定確保に関する法律」第1条で，「尚齢考が日常
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ｎｏ 施設種別 開設年
運営

主体
引用元 ｎｏ 施設弧別 開設年

巡営

主体
引用元

住宅型有老 2004 会社 日維アーキテクチュア（2004） 2４ サ付きfｌ 宅 2０１２ 島社 日経へルスケア（2013a）

２ ケアハウス 2003 社福 日経アーキテクチュア（2004） 2５ サイlきtｌ 宅 2０１１ 島社 日経へルスケア（2013a）

３ 介護付有老 2004 会社 日経アーキテクチュア（2004） 2６ サイl･きfＩ 宅 2０１３ 会社 日綴へルスケア（2013a）

４ 介護付有老 2005 会社 日経へルスケア2１（2006a） 2７ サイ lき1１ 宅 2０１２ 医撫 日経へルスケア（2013b）

５ 介護付有老 2004 会社 日経へルスケア2１（2006a） 2８ サイlき｛Ｉ 宅 2０１１ 会社 日経へルスケア（2013c）

６ 介護付有老 2000 会社 日経へルスケア2１（2006a） 2９ サイ1．き(’ 宅 2０１２ 医撫 日経へルスケア（2013.）

７ 介護付有老 2006 医療 日経へルスケア2１（2006b） 3０ 住宅型有蒐 2008 会社 日経へルスケア（2013e）

８ 介護付有老 2007 医療 久保（2008a） ３１ サ１ lき住難 2０１２ 会社 日経アーキテクチュア（2013a）

９ 有老 2007 医療 村松（2008b） 3２ サ１ l･き住誰 2０１２ 会社 日経アーキテクチュア（2013b）

1０ 高専賃 2008 医療 村松（2008b） 3３ サ１ lき住黛 2０１０ 会社 日経アーキテクチュア（2013b）

1１ 特養 １９９６ 社福 井田（2009） 3４ サ１ l･き住爺 2０１２ 会社 日経アーキテクチュア（2013c）

1２ 介護付有老 1９９８ 会社 井田（2009） 3５ サ１ ↑き住爺 2０１２ 会社 日経アーキテクチュア（2013c）

1３ グループホーム 2004 社福 井、（2009） 3６ サ１ l･き住黛 2０１０ ●
■

》
》
皐
到
”
』

〈
湾 日維アーキテクチュア（2013c）

1４ サ付き住宅 2０１１ 会社 日経へルスケア（2012a） 3７ サ１ l･き住宅 2０１３ 会社 日経アーキテクチュア（2013c）

1５ 住宅型有老 2０１２ 会社 日経へルスケア（2012a） 3８ 介護付有 隆 2０１２ 会社 日経へルスケア（2013,

1６ サ付き住宅 ２０１１ 会社 日経へルスケア（2012a） 3９ 住宅型有老 2０１３ 会社 日経へルスケア（20139）
1７ サ付き住宅 2０１２ 医療 日経へルスケア（2012a） 4０ サ付き住宅 2009 医撫 日経へルスケア（2013h）

1８ 介護付有老 2０１２ 会社 日経へルスケア（2012a） ４１ サ付き住宅 2０１２ 医旅 日経へルスケア（2013h）

1９ 住宅型有老 2009 会社 日経へルスケア（2012b） 4２ サ付き住宅 2０１３ 会社 日経へルスケア（2013h）

2０ サ付き住宅 2009 会社 日経へルスケア（2012c） 4３ 住宅型有老 2０１３ 会１ l： 日経へルスケア（2014a）

２１ 介護付有老 2003 会社 日経へルスケア（2012.） 4４ サ付き住宅 2０１３ 会１ I： 日経へルスケア（2014b）

２２ 介護付有老 2０１２ 会社 日経へルスケア（2012e） 4５ サ１ lき(}宅 2０１３ 医撫 日経へルスケア（2014b）

2３ サ付き住宅 2０１２ 医療 日経へルスケア（2013a） 4６ サ１ |き(’ 宅 2０１３ 会社 日経へルスケア（2014b）



表２設備に関する記述内容（抜粋）
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３）

合は18平方メーートル以上）と規定されている。単純な比較

はできないが，基準上は有料老人ホームよりもサービス

付き高齢者向け住宅の居室面祇の基準が広いと言える。

なお，特定施設の設備に関しては，「指定居宅サービ

ス等の事業の人員設備及び運営に関する基準」第177

条で介護居室，一時介護室，浴室，便所，食堂，機能訓
４）

練室のそれぞれに関する規定をおいている。

施設・住宅の実例について，設備に関する内容を整理

すると，「居室」「共用スペース」「併設事業所等」が含

まれていた。その一部をまとめたのが表2である。

「居室」に関しては，それぞれの施設の居室面積が示

されている。施設間で比べると，サービス付き高齢者向

け住宅の居室のほうが広い傾向がある。介護付き有料老

人ホームでも，たとえば一般居室40,2～133.4㎡，介護

居室21.7,2～22.9,2とかなり広い例がある（No.18)。ど

の種別でも，施設の基準と比べて広い居室を確保してい

る場合が多い。その一方，月額利用料金を低く収めるこ

とを重視する場合もある（No.25など)。また居室を広く

せず共用スペースを広くし，お互いの交流を図ろうとす

る場合もある。南欧風のデザイン（No.32）など内装や家

具の工夫もなされている。

「共用スペース」には多目的室や図書コーナー，娯楽

室，食堂，厨房等の設備などが含まれている。廊下は住

宅型有料老人ホームでも車いすが回転できる,.５，幅を

確保し，転倒しても危険が少ないカーペット敷きにして

いる例があった（No.I)◎廊下の幅を広くし，テーブル

やいすを置く例もある（No.41)。リビング．ダイニング

を囲むように居室を配置し，居室に閉じこもらないよう

に共用スペースの快適さへの配慮が多くの施設で見られ

る（No.3など)。共用の浴場があると．入居者の多くは居

室の浴室よりも共用浴場を主に利用するようである

(No.35)。都市部では，食事やイベントを行うホールを

地階に作るなど，共用部をコンパクトなものにする工夫

も見られた（No.33)。

高齢者居住施設等の設備・サービス・職員に関する検討

ｎｏ 種別 内容 種類

２

1８

2４

3９

4０

4３

4６

ケアハウス

介護付有老

サ付き住宅

住宅型有老

サ付き住宅

住宅型有老

サ付き住宅

42㎡（１人川）と56,2（42,2はケアハウス設置基準の倍近い)。

一般居室40,2～133.4m２，広さ20㎡強の介護居室21.7,2～22.9ｍ2．

34.51㎡～53.54,2（40,2弱の居室が中心。団塊の世代を意識し，夫婦や家族も住める物件を提供)。

18.16,2～18.68,2（居室じたいは広くないが，共用部を含めると1人あたり約48,2。「できるだけ居
室外に出て共用部で過ごしてほしい」との願い)。

１８ｍ 一

つ
』

45ｍｇ（全居室に在宅血液透析の機器を完備し，短時間頻回透析が実施可能に。入居者の3分
のlは透析患者。「生活の場」らしく内装にも配噸)。

20.15㎡～20.8㎡（居室玄関外のガラス戸棚に好みの物を飾り自室の目印に)。

29.55㎡～46.11,2（２人部屋は早めの住み替えを検討中の高齢者夫婦からの問合わせが多い)。

居室

３

2２

３１

3２

4３

住宅型有老

介護付有老

介護付有老

サ付き住宅

サ付き住宅

住宅型有老

多目的室と図排コーナー．娯楽室（他は外部で対応可能と判断)。

各階にミニキッチン付き団らん室と食堂（食堂はレストランのイメージ)。1階は受付カウンターを
なくし，ラウンジを設けいつでもコーヒーが飲める。

1階はすべて共用スペース（ラウンジ，多目的室)。２．３階に住戸と共用浴室，リビングダイニング

(一角にオープンキッチンを設け，そこでも調理)。

3階に共用ラウンジ（共用部分をまとめて交流の場に。家と感じられる工夫)。６階に予約制の個別

浴室2室（希望者は介護サービスも受けられる)。

共用廊下の各住戸前には，入居者が自由に物を飾れるウェルカムデッキ（居住者たちのコミュニ
ケーションの場に活用)。２．３階にイベントや各枕教室を開ける共用スペース。１階のカフェ（周辺
地域向け飲食店）は入居者の食事サービスの場に。

1階にレストラン（家族と食事可能なパーテイルーム併設)，アクテイビティの場となるクラブサロ

ンなどの共用部を集約。認知症高齢者などに対応する「スペシヤルケアフロア（居室8室・リビン

グダイニング・浴室)」を．共用部と独立して設悩。

共用ス

ペース

1８

3７

3９

4２

4４

4５

介護付有老

サ付き住宅

住宅型有老

サ付き住宅

サ付き住宅

サ付き住宅

在宅療養支援診擦所を併設（外来，訪問診療)。

介護型サ付き住宅（本館）を併設（2階渡り廊下で連絡)。食品や日用品を販売するドラッグストア

とフィットネスクラブも併設（利便性の向上を図る)。

通所介護，訪問介護・訪問看護，訪問リハビリ，居宅介護支援事業所などを併設。

定期巡回．随時対応型訪問介護看護（一体型。包括報酬のため，訪問件数が増えがちな皿度者に向
く。居室の消掃等も含む)，通所介護，訪問看渡，居宅介護支援事業所，保育所併設。

通所介護，居宅介護支援事業所を併設（｢入居者が自宅にいたときと同じサービスを使い続けられ
る｣．「囲い込み」を一切しない点をアピール。併設通所介護利用の入居者は5人◎通所介捜では介
護保険外の「お泊まりデイ」３室も提供)。

通所介護，診撫所（無床。ＣＴやマンモグラフィー等検炎機器あり)，居宅介護支援事業所を併設。
入院が必要な場合はグループ内の有床診療所2カ所を活用。

併設事

業所等
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表３サービス内容に関する記述内容（抜粋）

ｎｏ 種別 内容 種類

サ付き住宅 予防医療，アンチエイジングを念頭に，「運動」とともに「食」を重視。
食事サー

４１ サ付き住宅 訪問看護師が行う綴管栄養のケアは食費相当分のサービスとして保険外で実施。
ビス

４６ サ付き住宅 外部サービス利用型で訪問介渡・通所介護を委託している会社に食堂運営も委託。

1５ 住宅型有老
生活支援サービス（訪問介護スタッフが，訪問介護と，入居者の見守りなどの介護保険外の生活支

援サービスの双方を手がける)。

1８ 介捜付有老 フロントサービスや送迎・代行サービスなどの自費の生活支援サービスも提供。
生活支援

サービス
2７ サ付き住宅

定額（月額4万2000～5000円）で介謹保険の自己負担分，保険外の介護保険相当サービス，サ付き

住宅の登録条件となる見守りなどのサービスを受けられる（要介護3以上は限度額を超えるため，
等

このバック料金の恩恵が大きい)。

4６ サ付き住宅
生活支援サービスに関しては，外部サービス利用型の基本部分（定額の介護報酬の部分）で，サー

ビス計画作成．安否確認．生活柑談業務を算定。

う
ー ケアハウス 同じ建物内に．要介護になった際の移転先として特定施設ケアハウスを設悩。

９
介護付・住宅 近隣に同じ医療法人の病院があり．転倒による骨折，肺炎などの入院も（退院後は再び同施設に)。

型有老 病院のソーシャルワーカーと迎挑し退院後のフォローが万全。

1９ 住宅型有老
胃痩・中心静脈栄養も受け入れる（平均要介護度4.7)。支給限度基準額を超える訪問介護･看護サー

ビスは保険外サービスとして定額で提供。在宅医療を手がける診療所の4人の医師と連携。
医療サー

lmJサ付き住宅
略疾吸引や維管栄養，Ｗ艇などの要介護者も多い（平均要介護度4.0)。支給限度基準額を超える場

合医療処置を含めた定額サービス（月5万円）で対応。在宅医療に熱心な医師や開業医，３人との連
ビス等

携体制を構築（ターミナルケアに対応)。

サ付き住宅
平均要介護度2.98でＷ煙や維播栄養など医療的ケアが必要な入居者が多く，全凹が訪問蒋護を利用。

建物内の通所介護事業所の蒋護師（3名）を中心に胃旗管理等の保険外サービスを提供（月2万円)。

3８ 介渡付有老 ｢手厚い看護加算」（月4万''1）を支払えば，看護師の24時間ケアを受けられる。

4３ 宅型有老
１日のうち介護を受ける必要のない瞳い時間をどう過ごすかを企画する職貝を専任で世き，アク その他

ティビティの充実を図っている。

「併設事業所等」では，訪問介護．訪問看護,通所介護．

居宅介護支援事業所などを建物内や隣接地などに置く例

が多い。小規模多機能サービス（No.26,31）や定期巡回．

随時対応型サービス（No.16,24,42）を実施または実施予

定としている例もあった。診療所（無床または有床）等が

建物内，隣接地または近隣にあり，外来，訪問診療，入

院に対応している例も多い。療養通所介謹（No.41,定'１

８人に希護・介護職を手厚く配置)，自費ショートステイ

(No.46)，疾病予防運動施設という意味をもつフィット

ネスクラブ（No.29)，カフェやレストラン（No.32など）

や店舗（No.34）を併設している例もある。入居者ばかり

でなく地域の人々の利用も想定されている。

３．サービス内容に関する基準と実例の検討

「有料老人ホーム設置運営標準指導指針」では9項目の

サービス内容が書かれている。（１）食事サービス．（２）

相談・助言等，（３）健康管理と治療への協力，（４）介護

サービス，（５）機能訓練，（６）レクリエーション，（７）

身元引受人への連絡等，（８）金銭等管理，（９）家族との
５）

交流・タト出の機会の確保。

サービス付き高齢者向け住宅の生活支援サービスに関

して「高齢者の居住の安定確保に関する法律」第6条で

は「状況把握サービス，生活相談サービスその他の高齢

6０

者が日常生活を営むために必要な福祉サービス」とあ

り，「高齢者の居住の安定確保に関する法律施行規則」

第5条では「一状況把握サービス二生活相談サービス

三入浴，排せつ．食事等の介護に関するサービス四

食事の提供に関するサービス五調理，洗濯，掃除等

の家事に関するサービス六心身の健康の維持及び増

進に関するサービス」とある。

特定施設の基準では，「介護」「健康管理」「相談及び

援助」が強調されているほか，「利用者の家族との連携
６）

等」に関する記述もあるのが特徴的である。

施設・住宅の実例について，サービスに関する内容を

整理すると，「食事サービス」「生活支援サービス等」「医

療サービス等」「その他」が含まれていた（表3)。

「食事サービス」としては，入居者の調理の一部を行

うことで家庭らしさを出したり，アンチエイジングを意

識して食事サービスに取り組む例があった。調理した食

品を急速冷凍し，食べる際に再加熱する方式を採用して

いる住宅型有料老人ホームもあった（No.15)◎入居者の

料金負担を抑えるため経管栄養ケアを食費に含め保険外

に位置づける場合もあった。「生活支援サービス等」は，

主に生活相談，安否確認．緊急対応等が含まれるが，送

迎サービス等を行っている場合もある。外部サービス利

用型特定施設の場合．生活支援サービスも介護保険の基



ｎｏ 種別

1６ サ付き住宅

1８ 介護付有老

1９ 住宅型有老

2０ サ付き住宅

２７ サ付き住宅

４１ サ付き住宅

4６ サ付き住宅

1５ 住宅型有老

1９ 住宅型有老

1３
グループホー

ム

1４ サ付き住宅

2４ サ付き住宅

4０ サ付き住宅

4３ 住宅型有老

３１ サ付き住宅

4２ サ付き住宅

4３ 住宅型有老

高齢者居住施設等の設備・サービス・職員に関する検討

表４職員に関する記述内容（抜粋）

内容

スタッフ18人（うち正職貝11人)。訪問介護と生活支援サービス業務を日によって替えたシフトで

働く ◎

介護，看護職員は特定施股の指定坐準の2倍に相当する1.5対1の配世。

１日の中で，１人の介護職貝（併設の訪問介護事業所）が介護保険サービスと保険外の生活支援サー
ビスの両方を担当。

日中の体制は訪問介護13人，通所介護に介護職員7人と看護職員1～2人。サ付き住宅内の独立の生

活支援サービスに介護職貝5人．君護職員4人（通所介護職員はサービス提供時間が決まっているの

で，サ付き住宅職員としても関わる)。

スタッフは14人．このうち介護スタッフが１０人，看護スタッフが3人（1人は施設長兼看護師，２人

は准看護師)．事務スタッフが1人（訪問介護および通所介護事業所の保険サービスは．これら14人
が「多能工的」に受け持つ)。

訪問介護スタッフは担当制（起床時の居室訪問・ダイニングスペースへの誘導・食事介助など単価

の高い身体介護はサービス税用を徴収せず．洗湿・掃除など生活支援サービスのみケアプランに位
置づけ)。

外部サービス利用型特定施設のため．施設の介護職員は要介護者１０人に対して1人で済む。ケアマ
ネジャーも施設内に常駐し，いつでも相談できる。

訪問介護スタッフ1人が入居者の食邪の再加熱作業を行うほか，夜間当直も持ち回りで担当。

同社が運営する訪問介護・希護り#業所のスタッフが24時間体制で常駐。日中は介護職員約5人。看
護職員2～3人，夜間各1人従邪（ターミナルケアにも対応)。

医療連携体制加算（施設に新護師を配置しなくても．訪問看護ステーションと契約で看護師ｌ人以
上の24時間の連絡体制を整えれば算定できる)。

130戸中80戸が特定施設。特定施設のフロアには24時間スタッフが常駐。

介護福祉士などスタッフが毎日全居室を訪問し安否確認，適宜生活相談。入居者に貸与する緊急時
対応ペンダントで24時間365日体制でスタッフが駆けつける。

近隣の同法人の在宅リハビリテーションセンターの看護師の夜間の巡回等により24時間対応で介

護．看護を提供（入居者の3分の１は透析患者。神経難病入居者が約1割。それ以外も脳血管疾患や
癌などを抱える。平均要介護度3.04)。

認知症高齢者対応のスベシヤルケアフロアに専任の職員を24時間配世。

５，６階に介護事業責任者の住宅があり．日常的な見守り。

住宅内の介護職・看護職間の「健康管理提携票」を連絡ツールとして情報共有。

1階クラブサロンでは専任職貝が配慨され，脳機能向上のトレーニングやストレッチなどを実施。

種類

看護・介

護等職貝

配置

日中と夜

間の体制

24時間対

応

その他

本サービスの中に含めている。「医探サービス等」につ

いては，同じ系列の診療所・病院との連挑が見られる一

方，近隣で在宅診療に取り組む診療所等と連携する場合

もある（No.14,19,20)。看取り介護は，住宅型有料老人

ホームやサービス付き高齢者向け住宅でも取り組まれて

いる場合がある（No.19,20)。

護職員または看護職員，機能訓練指導員計画作成担当
７）

者の規定がある。

施設・住宅の実例について，職員に関する内容を整理

すると，「看護・介護等職員配置」「日中と夜間の体制」

｢24時間対応」「その他」の内容が含まれていた（表4)。

「看護・介護等職員配置」に関しては．介護付き有料

老人ホームにおける看護．介護等職員の人数が充実し，

基準を超える人数を配置している場合もある。サービス

付き高齢者住宅や住宅型有料老人ホームでも，併設する

訪問介護・訪問看護事業所等の職員がシフトを工夫した

りして関わり，介護等の充実を図っている場合がある

(No.16,19,27)。そのような工夫は「日中と夜間の体制」

や「24時間対応」でも見られる。訪問看護を24時間対応

可能とし、入居者が肺炎を起こした場合などには頻回な

訪問でサポート（不定期の熔疾吸引を原則無償で実施）

するなどしている場合がある（No.41)。

４．職員に関する基準と実例の検討

有料老人ホームに関しては「有料老人ホーム設置運営

標準指導指針」で「施設長，事務員．生活相談員，介護

職員看護職員，機能訓練指導員，栄養士，調理員」を

配置することとし，夜間の介護や緊急時の対応，介護

サービスを提供する場合の介護・看護職員の配置，施設

長についての規定がある。

サービス付き高齢者向け住宅については，法律と施行

規則には職員の配置に関する明確な基準が見られず，特

定施設に関しては「指定居宅サービス等の事業の人員，

設備及び運営に関する基準」第175条に生活相談貝看

６１
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５．まとめ

本稿での検討内容を整理すると次のようになる。

(1)居室は基準を超える広さを確保する例が多く見られ

たが，料金設定や共用スペースでの他利用者との交

流などとの兼ね合いも考慮されていた。

(2)而祇のほか，居室や共用スペースのデザインや快適

さに配慮している例が見られた。共用スペースは多

様であり，実際の活用のされ方にも工夫がみられた。

(3)併設の居宅サービス事業所やカフェなどの店舗，診

療所，フィットネスクラブは，近隣の住民も利用で

き．入居者との接点ともなりうる。

(4)サービス付き高齢者向け住宅や住宅型有料老人ホー

ムでは，併設の訪問介護事業所等の職員が施設の生

活支援サービス等に関わるシフト等の工夫がなされ

ている例が見られた。終のすみかともなるよう，看

取りも視野に入れたサービスに取り組む例もある。

生活相談等については，様々な職員が臨機応変に対応

している場合が多い。なお，ソーシャルワーカーやソー

シャルワークという言葉は，今回取り上げた施設の記邪

にはほぼ見られなかった。しかし，施設の責任者や計画

作成担当者等が，ソーシャルワーカー的役割を果たす場

合もあると推測される。また実際には他の介護職員や看

護職員もソーシャルワークの機能を担っていると言える

かもしれない。

今回の研究は実例の収集が2誌に限られ，当該時期の

記事を完全に網羅してはいない。２誌の性格上，記事の

内容には．医療や建築に関する内容が多くなる傾向にあ

る。そのような限界はあるが，本研究ノートの考察は，

今後より広範な実例を検討するうえで，参考となると考

える。

注

Ｉ）厚生労働省（2013）（以下，引用元の注記を略す。なお本稿

における法律や指針等の条文の引用では，条文中の括弧を

付けて将かれている言葉を省略している場合がある)。これ

らの設備に関して，以下のような注がつけられている。浴

室．便所，洗面設備は，居室内に設置されている場合を含

む。機能訓練を行うために適当な広さの場所が確保できる

場合には．機能訓練室を設置しなくてもよい。健康・生き

がい施設に関しては．例えば。スポーツ．レクリエーショ

ン施設，図井室等を設けることが望ましい。

2）国土交通行・厚生労働省（2011）（以下．引用元の注記を略

す)。

6２

3）国土交通省・厚生労働省（2012）（以下，引用元の注記を略

す)。なお一般的な軽費老人ホームの場合21.6平方メートル

以上（洗面所，便所，収納設備及び簡易な調理設備を除く

面積は14.85平方メートル以上)，共同生活室を設ける場合

15.63平方メートル以上，都市型軽費老人ホームでは7.43平

方メートル以上である（厚生労働符2012a･軽賀老人ホーム

の他の引用元も同じ)。

4)特定施設と特別養護老人ホームや介護老人保健施設の基堆

の述いを見ると，特別養護老人ホームには「iWi養室｣，「医

務室｣，「介護職員室｣，「看護職員室｣，「介渡材料室」の規

定が含まれ,介護老人保健施設には「療養室｣，「レクリエー

ション・ルーム｣，「サービス・ステーション」の規定が含

まれ．特定施設には「一時介護室｣，「介護居室」の規定が

ある（特定施設は厚生労働省2012.．特別養謹老人ホームは

厚生労働省2012b・介護老人保健施設は厚生労働省20I2c。

以下の本稿での3施設に関する引用元も同じ)。

5）たとえば「(2)相談・助言等」については．「入居時には．

心身の健康状況等について調査を行い．入居後は入居者の

各種の相談に応ずるとともに適切な助言等に努めなければ

ならないこと」と書かれている。なお，老人福祉法第29条

には有料老人ホームについての規定がある（厚生労働符

2011)。

6)相談及び援助については「指定居宅サービス等の邪業の人

貝，設備及び運営に関する基準」第187条に「常に利用者の

心身の状況，その置かれている環境等の的確な把握に努め，

利用者又はその家族に対し，その相談に適切に応じるとと

もに．利用者の社会生活に必要な支援を行わなければなら

ない｣．利用者の家族との連挑等については鋪188条に「常

に利用者の家族との連携を図るとともに．利用者とその家

族との交流等の機会を確保するよう努めなければならない」

とある。なお，ユニット型特別養護老人ホームの基準では．

入居者が「相互に社会的関係を築き」という言葉が使われ

ている。介護老人保健施設の基準では．利用者の居宅にお

ける生活への復帰を目指すものでなければならないとされ

ている。

7)特定施設の規定は特別養護老人ホームや介護老人保健施設

の規定と共通する点が多いが，介護老人保健施設には「薬

剤師」「理学療法士・作業療法士又は言語聴党士」「介護支

援叫門員」の規定があり，特定施設には「計画作成担当者」

の規定がある。介護職員及び看護職貝の数に関しては特別

養護老人ホームの常勤換算法では入所者数が「３０を超えな

い」「30を超えて50を超えない」「50を超えて130を超えない」

「130を超える」の4分類を前提にしている。
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